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調査概要 

対象 守口市内の事業所 ３００事業所（無作為抽出） 

実施期間 令和 7年 9月 12日～10月 6日 

回答方法 WEBと紙面の選択式 

回答数 58事業所 （回収率：19.3％） 

 

事業所の属性 

業種 

回答のあった事業所のうち、

最も割合が高かったのは「医療・

福祉」で 25.9％、続いて「製造

業」の 15.5％、「卸売・小売業」

の 13.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 図 1 業種割合 

従業員数 

図 2 従業員数（事業所）                  図 3 従業員数（本社）  

 

回答のあった事業者の大半は従業員数５０人以下の事業所となっています。 

  

農林業

0.0%

建設業

10.3%

製造業

15.5%
電気・ガス

0.0%

情報通信業

0.0%

運輸業

0.0%

卸売・小売業

13.8%

宿泊業・飲食店

6.9%金融・保険・不動産業

6.9%

医療・福祉

25.9%

サービス業

5.2% その他

15.5%

無回答

0.0%

（回答数：58事業所）

1～4人

24.1%

5～9人

25.9%

10～29人

37.9%

30～49人

8.6%

50～99人

1.7%

100～299人

0.0%
300人以上

0.0% 無回答

1.7%

（回答者数：58事業所）

1～4人

15.5%

5～9人

19.0%

10～49人

24.1%
50～99人

6.9%

100～299人

12.1%

300～999人

6.9%

1000人以上

5.2% 無回答

10.3%

（回答者数：58事業所）
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事業所形態 

事業所形態は、「事務所・営業

所」の割合が最も高く 37.9％、

次いで「店舗」が 24.1％、「工場・

作業所」が 17.2％の順でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 図 4 事業所形態 

 

入居形態 

入居形態は、約半数の事業所

が自社所有の建物と回答してい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 図 5 入居形態 

 

 

  

事務所・営業所

37.9%

工場・作業所

17.2%

店舗

24.1%

その他

20.7%

無回答

0.0%

（回答者数：58事業所）

自社所有

44.8%
賃貸（建物

全体）

34.5%

賃貸（一

部）

17.2%

その他

3.4%

無回答

0.0%

（回答者数：58事業所）



 

3 

 

問 1 貴事業所では、環境に関する経営方針や管理手法を導入していますか。次の

1～8について、１つに〇をつけてください。 

「既に実施している」及び「今後実施したい」、「現在、検討中である」の合計割合が最もｔ赤

かったのは、「SDGs 経営への取組」で 29.3％、次いで「自主的な環境管理計画の策定」が

19.0％、「その他の環境マネジメントシステムの導入」及び「環境担当部門や担当者の配置」

が 17.2％の順でした。 

 

 

図 6 環境に関する経営方針・管理手法の導入状況  
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自主的な環境管理計画（環境に配慮した原材
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実施の予定はない どのようなものか知らない 無回答
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問 2 貴事業所の事業活動において、環境に配慮した取組みを進める際、現在、ど

のような団体等と連携していますか。あてはまる番号すべてに〇をつけてくだ

さい。 

他団体との連携の状況について、「連携はしていない」が最も多く 75.9％でした。連携し

ている事業者では、「行政」が 6.9％、「専門的な知見・技術を有する事業所」が 5.2％となっ

ていました。 

 

図 7 他団体との連携の状況 
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6.9%

75.9%
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無回答
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大学等の研究機関

NGO・NPO

地域の環境活動団体

業界団体

学校等の教育機関

地域住民

専門的な知見・技術を有する事業所

行政

連携はしていない

（回答数／回答者数）
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問 3 貴事業所が行っている環境保全の取組についてお聞きします。以下の 1～

13について、１つに〇をつけてください。 

「いつも行っている」及び「ときどき行っている」の合計割合が最も高かったのは、「不要な

照明を消すなど、日ごろから節電を実施している」が 81.0％、次いで「クールビズ・ウォーム

ビズを実施している」が 65.5％、「包装・梱包の削減、再利用を進めている」が 62.1％でし

た。 

一方、「行っていない」の回答割合が最も高かったのは「環境保全に関する従業員研修を

実施している」が 63.8％、「省エネルギー診断の受診や ESCO 事業の活用による省エネル

ギー化を進めている」が 62.1％でした。 

 

 

図 8 地球温暖化対策の取組状況  
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環境保全に関する従業員研修を実施している
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いつも行っている ときどき行っている 行っていないが今後行いたい

行っていない 該当しない 無回答
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問 4 問 3 にあるような環境保全の取組を実施するにあたって、貴事業所が支障

があると感じるものは何ですか、あてはまる番号すべてに〇をつけてください。 

温暖化対策の取組を実施する上での支障として回答数が最も多かったのは、「何をどのよ

うに取り組めば良いのかわからない」で 31.0％、次いで「手間がかかる」が 27.6％、「環境

にやさしい商品の購入費用が高い」が 25.9％の順でした。 

なお、32.8％の事業所が「特に支障があると感じることはない」と回答しています。 

 

図 9 地球温暖化対策に取り組む上で支障に感じる事柄 

 

問 5 国は、「2050 年に温室効果ガス排出量を実質ゼロにする、２０５０年カーボ

ンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指す」としています。貴事業所では、

2050年カーボンニュートラル達成を目指すうえで、どのような対策を考えてい

ますか。あてはまる番号すべてに〇をつけてください。 

事業所でのカーボンニュートラル達成に向けた対策として、回答数が最も多かったのは、

「省エネの推進によるエネルギー消費量の低減を促進する」で 31.0％、「在宅勤務、リモート

会議等の働き方改革により温室効果ガスの排出を抑制する」が 8.6％の順でした。 

なお、約６割の事業所は、「特に考えていない」と回答しています。 
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0% 10% 20% 30% 40%

無回答
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表彰、認証制度がない

自社だけ取り組んでも仕方がないと思う

取組に対しての優遇措置（助成金等）がない

取り組まなくても、負担・規制・罰則などがない

取り組んだ成果が実感できない

取組を継続することが難しい

行うきっかけがない

人員が不足している

環境にやさしい商品の購入費用が高い

手間がかかる

何をどのように取り組めば良いのかわからない

特に支障があると感じることはない

（回答数／回答者数）
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図 10 カーボンニュートラルへの取組 

 

問 6 貴事業所における電気、ガス、灯油などのエネルギー使用量について、どの

ようにお考えですか。１つ選んで〇をつけてください。 

エネルギー使用量について、「減らしたい」の割合は65.5％と7割近くの事業所がエネル

ギー使用量を現状よりも減らしたいと回答しています。 

 

図 11 エネルギー使用量の削減の意向 
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植林等により温室効果ガスの吸収源拡大に向けた

取組を行う

自社電源として、再生可能エネルギー電源の導入

により電力の脱炭素化を促進する

脱炭素化等の新技術を進める

温室効果ガス排出量を減らすための省エネを推進

する計画を策定する

在宅勤務、リモート会議等の働き方改革により温

室効果ガスの排出を抑制する

省エネの推進によるエネルギー消費量の低減を促

進する

特に考えていない

（回答数／回答者数）

65.5% 22.4% 6.9%

5.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

削減したい 削減することは考えていない その他 無回答
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問7 問６で「2 削減することは考えていない」とお答えされた方にお伺いします。

削減することを考えていない理由は何ですか。１つ選んで〇をつけてください。 

削減することを考えていない理由について、回答数が最も多かったのは「削減方法がよく

わからないから」で 38.5％、次いで「製品やサービスの質を維持するため削減は難しい」が

23.1％、「手間や費用がかかるから」が 15.4％でした。 

 

図 12 エネルギー削減に対し支障となる事柄 

 

問 8 貴事業所では、事業所から排出されている温室効果ガス排出量を把握して

いますか。１つ選んで〇をつけてください。 

回答件数が最も多かったのは「把握したいが、どのように計算するかわからない」で

44.8％、次いで「把握するつもりはない」が 25.9％となっていました。温室効果ガス排出

量を把握し、具体的な削減目標を設定している事業所は 5.2％でした。 

 

図 13 温室効果ガス排出量の把握及び削減目標の設定 

  

38.5% 15.4% 7.7% 23.1% 7.7% 7.7%
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削減方法がよくわからないから

手間や費用がかかるから

削減する必要はないと思うから

製品やサービスの質を維持するため削減は難しい

その他

無回答

5.2%

13.8% 44.8% 25.9%

3.4%

6.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

把握しており、具体的な削減目標を設定している

把握しているが、具体的な削減目標は設定していない

把握したいが、どのように計算するかわからない

把握するつもりはない

その他

無回答
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問 9 貴事業所では取引先から温室効果ガスの削減や目標設定を求められたこと

はありますか。１つ選んで〇をつけてください。 

９割の事業所が「求められてことは無い」と回答しています。「求められたことがある」と回

答した事業所は 3.4％でした。 

 

図 14 取引先からの目標設定の要求について 

 

問 10 貴事業所では、省エネルギー等を考慮した設備等を導入していますか。以

下の 1～13 について、１つに〇をつけてください。また、「導入する予定はない」

とお答えされた方は、その理由を下欄の番号から選び、ご記入ください。 

「すでに導入している」及び「今後導入する予定がある」の合計割合が最も高かったのは、

「LED照明などの高効率照明」で 67.2％、次いで「空調・OA機器などの省エネ型業務用機

器」が 17.2％、「断熱材・ペアガラス」及び「太陽光発電システム」8.6％の順でした。 

また、「今後導入してみたい」の回答数が最も多かったのは、「空調・OA 機器などの省エネ

型業務機器」で 32.8％、次いで「省エネナビ」の 19.0％、「屋上緑化・壁面緑化」及び「断熱

材・ペアガラス」の 17.2％の順でした。 

3.4%

91.4%

0.0% 5.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

求められたことがある 求められたことは無い その他 無回答
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図 15 省エネ機器等の導入状況・意向  
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また、省エネルギー等を考慮した設備を導入しない理由としては、どの設備においても

「費用がかかるから」、「テナントなので自由に導入できないから」の割合が高い結果となり

ました。 

 

 

図 16 省エネ機器等を導入する予定がない理由  
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どうすればよいかわからないから テナントなので、自由に導入できないから

特に理由はない どのようなものか知らない

その他 無回答
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問 11 次世代自動車には、主に電気自動車、ハイブリッド自動車、プラグインハイブ

リッド自動車、燃料電池自動車などがあります。貴事業所では、次世代自動車を

購入したいと思いますか。以下の 1～6について、１つに〇をつけてください。ま

た、「導入する予定はない」とお答えされた方は、その理由を下欄の番号から選

び、ご記入ください。 

次世代自動車について、「すでに導入している」及び「５年以内に導入する予定がある」の

合計割合が最も高かったのは「ハイブリッド自動車（HV）」で 24.1％、次いで「電気自動車

（EV）」及び「クリーンディーゼル自動車（CDV）」が 5.2％でした。 

 

図 17 次世代自動車の導入状況・導入意向 

 

導入する予定がない理由としては、どの次世代自動車においても、「車両を使用しない

（保有していない）」が最も多く、次いで「価格が高い」、「燃料の補充設備が少ない」の割合が

高い結果となりました。 

0.0

0.0

1.7

5.2

5.2

22.4

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

1.7 

8.6 

13.8 

20.7 

12.1 

20.7 

15.5 

79.3 

74.1 

65.5 

70.7 

65.5 

51.7 

12.1

12.1

12.1

12.1

8.6

8.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

天然ガス自動車（CNG）

燃料電池自動車（FCV）

プラグインハイブリッド自動車（PHV）

クリーンディーゼル自動車（CDV）

電気自動車（EV）

ハイブリッド自動車（HV）

すでに導入している 5年に内に導入する予定がある 今後、導入してみたい

導入する予定はない 無回答
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図 18 次世代自動車を導入する予定がない理由 

 

 

問 12 「再エネ電力メニュー」に切り替えることでも、再生可能エネルギーから作ら

れた電量を活用することができます。再生可能エネルギーも比率が高い電力メ

ニューについて、どのように考えていますか。１つに〇をつけてください。 

「すでに利用している」と回答した事業所の割合は 5.2％で、「利用を検討している」と答

えた事業所の割合と併せると 31.0％となりました。 

一方で、「利用したいとは思わない」と回答した事業所の割合は 58.6％と、利用している

事業所の割合を大きく上回りました。 

 

図 19 再エネ電力の利用状況 

  

28.3

32.6

28.9

26.8

26.3

23.3

4.3 

4.7 

5.3 

4.9 

10.5 

6.7 

10.9 

7.0 

7.9 

2.4 

13.2 

3.3 

2.2

2.3

2.6

2.4

6.5

7.0

2.6

7.3

3.3

37.0

37.2

42.1

43.9

42.1

53.3

4.3

2.3

2.6

4.9

2.6

3.3

2.2

2.3

2.6

2.4

2.6

3.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

天然ガス自動車（CNG）

燃料電池自動車（FCV）

プラグインハイブリッド自動車（PHV）

クリーンディーゼル自動車（CDV）

電気自動車（EV）

ハイブリッド自動車（HV）

価格が高い 走行距離が短い
燃料の補充設備が少ない 充電に時間がかかる
長期間の使用によるバッテリーの劣化が不安 導入する車種に次世代自動車等がない
次世代自動車の主流になるか見極められない 車両を使用しない（保有していない）
その他 無回答

5.2% 25.9% 58.6%

0.0%

10.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

すでに利用している

利用を検討している

利用したいとは思わない

太陽光発電設備などを導入しているので、利用したいとは思わない

無回答
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問 13 守口市では、株式会社エナーバンクと連携し、再エネ電力共同オークション

事業を実施しています。この事業についてご存じですか、１つに〇をつけてくだ

さい。 

再エネ電力共同オークション事業について、「事業について知っており、参加する予定であ

る」と答えた事業所はありませんでした。約７割の事業所が「事業については知らなかったし、

参加するつもりもない」と回答しています。 

 

図 20 再エネ共同オークション事業の認知度及び参加意向 

 

問 14 貴事業所では、地球温暖化問題に関する情報を主にどこから得ていますか。

１つに〇をつけてください。 

情報収集の媒体としては「インターネット」が最も多く 36.2％、次いで「テレビ・ラジオ」が

22.4％、「国・府・市などの広報誌」及び「新聞・雑誌・書籍」が 8.6％の順でした。 

 

図 21 使用している情報媒体 

  

0.0%

6.9% 17.2% 69.0%

0.0%

5.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事業について知っており、参加予定である

事業については知っているが、参加はしない

事業については知らなかったが、参加してみたい

事業については知らなかったし、参加するつもりもない

その他

無回答

1.7%

8.6% 8.6% 22.4% 36.2%

3.4% 5.2%

13.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

講習会・研修会 国・府・市などの広報誌 新聞・雑誌・書籍

テレビ・ラジオ インターネット SNS（YouTube等）

所属団体・協会 その他 無回答

無効
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問15 地球温暖化対策のために、貴事業所が守口市に期待している施策は何です

か。あてはまる番号を３つまで選んで○をつけてください。 

市に期待している地球温暖化対策について、最も回答数が多かったのは「省エネ化や使用

機器の更新に対する支援制度の充実を図る」で 50.0％、次いで「太陽光発電や蓄電池など

再生可能エネルギーを利用した設備導入に関する支援制度を充実する」、「再生可能エネル

ギーによる電力の購入支援制度の充実を図る」が 27.6％の順でした。 

 

図 22 市に期待している地球温暖化対策 

 

  

10.3%

0.0%

1.7%

1.7%

3.4%

6.9%

8.6%

12.1%

12.1%

13.8%

13.8%

24.1%

25.9%

27.6%

27.6%

50.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

無回答

その他

行政と事業所の協働で新しい環境技術の研究や実用化

を促進する

事業所間での情報共有の場の提供

省エネ活動（ESCO事業、省エネルギー診断）などを促

進する

環境に配慮した行動をとっている事業所に対し、独自

の認証制度・表彰制度などのインセンティブを設ける

環境講座などを開講し、事業所向けの省エネ対策など

について学習の場を設ける

温暖化防止対策・省エネ対策についての相談窓口を設

ける

エネルギー転換のための新技術の導入支援制度の充実

を図る

地球環境保全に関する、広く情報提供を行う

二酸化炭素（CO2）排出の少ない商品等の認定、普及を

促進する（省エネラベルなど）

次世代自動車導入を促進する（充電スタンド設置強

化、購入支援制度など）

住民に対して環境保全意識の啓発活動を行う

再生可能エネルギーによる電力の購入支援制度の充実

を図る

太陽光発電や蓄電池など再生可能エネルギーを利用し

た設備導入に関する支援制度を充実する

省エネ化や使用機器の更新に対する支援制度の充実を

図る

（回答数／回答者数）
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問 16 地球温暖化防止に関する取組を市全域で推進するにあたって、市への要望

や施策に対する意見、提案等がありましたら、自由にお書きください。 

 

回答件数 5件 

 

意見（原文） 

あてはまる回答がない場合に対する回答がある場合の回答がない。 

省エネ化の啓発や使用機器の購入等の支援制度を充実させてほしい。 

熱をもたないアスファルトの導入、張り変え 

何事でも問題があり、解決するのであればそれを事業として守口市全体の企業・個人で少

しずつ解決するべきと考えます。 そうすれば仕事・雇用を生み経済がさらに良くなると思

います。国・都道府県・市が様々な困難・問題に対して敷居を低くして全体に協力を求めれ

ば、少しずつですが必ず解決していくと思います。 

小さな事業所を何年にわたって営んでまいりましたが、温暖化などの環境問題に関して

未だにピンと来ず、自発的に何をすべきかよく分かりません。 我々の様な立場の者たち

にも分かりやすい取り組みを頂く様、切に願います。 

 


